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Ⅰ. 序

(目的)

本報告書は,日本の国家研究開発活動の変遷過程と推進戟略について,いろいろな技

術開発支援手段の中でより直接的な手段である国家研究開発プログラムを中心にその役

割及び管理制度の調査 ･分析を行うとともに,過去30-40年にわたっての日本の成功の

経験から教訓 (示唆点)を探ろうとするものである｡

(必要性)

産業技術における世界の先導国としての日本の出現は,18世紀後半イギリスにおける

産業革命と匹敵する世界史上最も重要な出来事であると解釈され,またその過程は経済 ･

社会 ･文化面における諸制度,すなわち C.Freemanが主張する ｢イノベーションの国

民的システム (NationalSystemsofinnovation)｣というものと関連させて考察すべ

きものである｡

したがって日本の技術革新の成功と国家研究開発活動とを単純に関係づけるのは無理

な考え方だが,国民的システムを構成する非常に重要な要素あるいはサブーシステムの

一つであることだけは明らかである｡

1980年代の日本の急速な浮上と米国の積極的な回復力及びECの統合等世界の経済圏

が再編成されつつある状況において,先進諸国は世界市場における国際競争の要件とし

ての先端技術開発についてより積極的に大規模国家研究開発プログラムの推進を拡大 ･

強化している｡そのため国家研究開発プログラムの効率的な推進システムの確立につい

ての理解は最も重要である｡

く内容)

考察にあたっては,日本の国家研究開発活動をできるだけ国民的技術革新システムの

一環としてとらえたが,これは非常に複雑な仕事である｡従って,本報告では結果を誘

導するための詳細な分析,また経済 ･社会の論理を用いての政策の解釈を行うのではな

く,日本の国家研究開発事業の制度と経験の現状把握に努めた｡

-1-



Ⅱ.日本の技術発展過程と支援政策

本章は日本の国家研究開発活動を解するための導入部として,戦後から

の科学技術発展過程を時代区分によって概観し,各段階に対応した支援

政策の重点及び形態の変化をまとめる｡

1.技術発展の時代区分とその特徴 (表 2-卜1)

(1)Catch-up達成期 ('55-'73)

この時期の技術発展の特徴は,導入技術の消化 ･改良及び国内への広範な拡散という学

習過程を通 じて,その累積を効果的に作り上げたことである｡

この時期は,技術導入への依存度が強く基礎素材の大量生産に重点を置いた第-局面

('55-'64)と,自主R&D休制がはば現在の体制に整えられ加工組立産業の発展によっ

て重化学工業主導の産業構造転換が完成された第二局面 ('65-'73)に分けられる｡

(丑 技術導入による設備近代化期 (一551'64)
(i)経済

1950年代中盤までに復興期を終え,日本最大の好景気だった神武景気 (1957)と岩

戸景気 (1961)を迎えて,年10%以上の高度成長の始動期であった｡

(ii)産業技術

'55年 トランジスタラジオが開発され,さらに洗濯機,冷蔵庫,テレビ等家電製品

の需要が開拓されるなど,耐久消費財の需要増大によって,これらの業種のみならず

他産業までも好況を続け,大きな発展を遂げた｡

造船産業の進水量 ('66年)や,ナイロン等合繊の輸出量は世界一位になり,LD転

炉,連続鋳造等の最新設備により鉄鋼技術も世界的なレベルに達した｡

(ih)技術導入

1950年から再開された技術導入は,戦争による中断のため技術格差がひどく進歩が

著しい技術が中心となった｡例えば､LD転炉,連続鋳造法技術,ナイロン,ポリエ

ステル,ポリプロピレン繊維製造技術,石油化学技術 (エチレン,ナフサ等),重電

気,電子機器,通信機器等である｡

(iv)技術革新の要因

この時期の旺盛な技術導入は,戦争期間中に拡大された先進国との技術水準格差を
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表 2-1-1 技 術 発 展 の 時 代 区 分

技術発展段階項目 Catch-up達成期('55-'73) 先端技術への特化期('74- )

PhaseⅠ PhaseⅡ PhaseI江 PhaseⅣ

技術導入による設備 導入技術と自主R&Dの 電子化等による質的 技術融合等新パラ調和によるCatch-up 強化期('74-'80) ダイムによる知識

近代化期('55ノ64) 達成期('65-:73) 集約化期('81- )

主要産業 鉄鋼,石油化学,電力等 自動車,家電製品等 半導体,コンビユづ- C&C,新素材,Bio-

基礎素材産業 加工組立産業 電子資本財等 tech及び融合技術製 品

技術性格 量産化 .大型化 コスト引下及び合理化 情報化 .電子化 基礎技術の重視及び技術融合化

投入側面･R&D投資1)(対GNP)･技術導入 1)/R&D投資･研究組織･主要国家 1.24%('66)0.25 ('65)企業の中央研究所ブーム 1.70%ぐ73)0.13 ('73)(最高値記録)研究組合第1次ブーム 1.91%('80)0.08 ('80)2次ブーム('74-'75)超LSⅠ研究補助金等 2.57%('87)0.04 ('87)3次ブーム('80-)('61)鉱工業重要技術開発 企業の中央研究所7-大型工業プロジェクト('66) 企業の基礎研究所ブーム次世代,創造科学,

R&D活動 補助金('60) ('76) 基盤センター等

注 1)資料 :科学技術白書 (各年号)

2)資料 :U.S. HIgh Technology Trade and lnt ' l Competi t iv en ess,

U.S.pep. ofCommerce,1985

-3-



技術導入と研究開発

資料 :若杉隆平 ｢技術革新と研究開発の経済分析｣

図 2-卜1 技術導入と民間設備投資,研究開発費
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解消し,日本の産業構造が重化学工業化に向けてシフトする過程として位置づけられ

る｡

この時期に急速な技術革新が実現した要因は,以下の2点である｡

第-には,技術導入に依存してはいたが,技術の消化 ･改良のため自ら追加的なR

&Dを行ってきたことであるo図 2-1-1に示すように,'50年～'70年代初まで日

本の技術導入とR&Dと設備投資は明確な相関関係が見られる｡多くの場合企業は,

導入技術と過去に蓄積してきた技術をベースに追加的なR&Dを行い,得られた技術

成果を生産設備に反映させることによって,導入技術を直ちに技術革新に連結させた｡

(設備投資 ･技術導入 ･R&Dの一体化)

第二には, ｢外資に関する法律｣により技術導入の規制が行われたことである｡技

術導入代価支払額は外資支払全休額の0.5% (1953年),1.8% (1960年)に過ぎず,

実際には,外貨支払いの規制よりむしろ,技術の対価の妥当性,技術導入後に予想さ

れる設備投資等の経済に及ぼす影響等が審査基準となった｡

このような政策介入により,当時の経済目標であった重化学工業化に関する技術以

外は導入が規制され,また政府の設備投資調整の有効な手段として利用された｡導入

技術が生産活動に有効に使用されるか否かという判断は,既に存在する有力企業に有

利に行われたようである｡この結果,個々の産業セクタをセグメントし寡占的産業組

織が形成された｡しかし同一セグメント内での設備投資競争はかなり激 しいものであ

った｡新たな技術革新の成果を産業化することにより平均生産費は低下を続け､また

マーケットの拡大による規模の利益を受けた｡このようなプロセスで量産化,大型化

技術が発展した｡

② 技術導入と自主R&Dの調和による Catch-up達成期 ('65-'73)

(i)経済

神武,岩戸と言う両好景気で活気づいた日本経済は,'65年以後年増加率20%以上

の設備投資ブームが再現された｡しかしそれは,自動化による労働代替など以前の単

純な拡張投資とは異なるもので,生産は飛躍的に増大したO高度成長の成熟期で重化

学工業が完成された時期と言えよう｡'60年代の10年間にGNPは約3倍増加し,'68

年には1,420億 ドルで世界第2位になった｡

(ii)産業技術

この時期は自動車技術が急速に発展 し,またNC機器の急速な進展を背景にして新

しいオー トメーションラインが導入された｡'70年代初には耐久消費財は国内需要が

ほぼ一巡したため,海外市場を求めるようになったoすなわち戟略産業が自動車 ･家

電製品を中心とする加工 ･組立産業へ転換したのである｡'76年には新規分だけの技

術貿易は黒字になった｡
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(ih)研究開発と技術導入

この時期,R&D投資が最も急激に伸びたが,設備投資が企業のR&D活動を促進

する役割を果 した点は過去と同じであった｡ しか し技術導入の伸び率は相対的に低下

し,企業のR&D投資へのシフトが見られた (表 2-卜2)0

この重化学工業化の過程において,重化学工業部門では活発な設備投資とともに,

積極的なR&D投資,技術導入が行われた｡部門内では,R&Dは鉄鋼,化学,機械

工業が相対的シェアを増加させたが,'70年以降はエレクトロニクス,電気機械,自

動車等のシェアが増大 した｡

一方原子力 ･宇宙及び大型工業技術のR&Dは,政府のイニシアティブに基づき実

施されたが,そのプロジェクトに企業が参加 し,技術知識の Spilloverを持ち込む

というR&Dが始まった｡

(iy)技術革新の要因

この時期の技術革新が実現したのは,次の要因によると思われる｡

まず,設備投資,技術導入とR&Dが一体化されたことは以前と同じであったが,自

主R&Dの強化による学習過程を通 じてコス ト引下げと品質の向上を同時に実現 した

ことである｡第二には,科学技術会議の ｢10年後を目標とする科学技術振興の総合的

基本方策について｣ (1960)に基づき,理工系人材の大量養成,R&D活動の大幅強

化等,先進国に追いっくために政府の適切な施策がなされたことである｡

表 2-1-2 研 究 開 発 と 技 術 導 入 の 伸 び 率

民間R&D伸び率 技術導入の伸び率

'54-'58 21.0 29.6

'60-'64 21.6 21.4

'65-'69 i.__i.Q._,__"8. 19._¢

'70:74 ll.0 9.8

-6-



(2)先端技術への特化期 ('74-現在)

この時期は,省エネルギーを直接の動機として,エレクトロニクス系技術を活用 して既

存の量産化技術と先端技術を結合するなどの小事新を積み重ねていくという日本型の技術

革新のパターンが鮮明な形で現われた時期と言える.日本の産業構造は,石油ショック後

のエネルギー価格の上昇を契機に加工組立産業へ急速に変化してきた｡

R&D活動は,以前は設備投資と密接に関連していたが,この時期には技術レベルが高

くより不確実性の高いものへも投資が行われるようになり,最近は技術シーズや基礎研究

への投資が活発化し,競争が国内企業間だけでなく国際間にまで広がった｡特に'80年代

には先端技術が経済 ･社会の発展において核心的な要素として登場 し,日本の急速な浮上,

米国の競争力の回復,ECの統合等,世界経済圏が再編されつつある現在,競争はますま

す激しくなっている｡そして,情報 ･通信面での急速な技術革新は社会全体のフレームワ

ークに大きな影響を与えつつあり,技術革新によるパラダイム変化が起きつつある｡

2.時代区分から見た政府の支援政策

支援資金は,大きく分けて助成金,委託費,税制.出 ･融資,経費 (国公立研究所等)に

分類できる｡本章では資金形態別に各々の制度の変遷と特徴を見る0

(1)補助金制度

① 定義

補助金は,国家的な見地から公益性があると認められる特定の事務 ･事業に対 して,

国家が投資した反対給付を要求せずに交付する金銭的な給付であると定義できる｡

(卦 沿革及び発足 (図 21211)

大部分が1950年代発足し,'60年代,70年代を経るうちに内容が変化してきた｡先端

技術と新エネルギー関係の新しい制度が1980年以降発足したo

③内容及び予算

1987年度の補助金の総額は1959億円で,政府の科学技術関係の助成金 (補助金,出資

金,委託費,分担金等)総額7983億円の約24.5%l)である (表 212-1)Oこの中で公 ･

私立大学補助金が1258億円であり,民間企業等の産業技術を対象としたものは,通産省

の ｢重要技術研究開発補助金｣ ｢技術改善補助金｣ ｢産業活性化技術研究補助金｣を合
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図 2-2-1 補 助 金 制 度 の 沿 革



表 2-2-1 科学技術関係予算における補助金の割合 (1987年度)

金 額 (百万円) 備 考

科学技術関係予算 (A) 1,662,336

助成費総額 (B) 798,293 B/A 48.0%

(補助 .委託等) D/A ll.8%D/B 24.5%D/(B-C)44.4%

特殊法人 (C) 356,684

わせても39億円で総額の2.0%にすぎず,どんどん減少している｡しかし,科学研究補

助費 (文部省),科学実験研究費補助金 (厚生省)等の基礎科学関係の補助金は増加し

ている (表 2-2-2,表 2-2-3)0

表 2-2-2 主な補助金の性格別構成 (1987年度)

金 額 (百万円) 構成比 (%)

公 .私立大学補助金 125,762 64.2

実質的なR&D補助金 70,145 35.8

-公共技術 く17,552> く9.0>

･科学試験研究費 (13,972) (7.1)

･がん研究助成金 (1,600 ) (0.8)

･農林水産試験研究費 (1,936) (1.0)

･省エネルギ-技術研究開発費 (44) (0.02)

-基礎科学 く48,729> く24.9>

･科学研究費 (45,080) (23.0)

･民間学術研究振興費 (134) (0.07)

･厚生科学研究費 (3,518) (1.8)

-産業技術 く3,864> く2.0>

･産業活性化等技術研究開発 (505) (0.3)

･技術改善費 (1,001) (0.5)

･技術開発研究費 (2,002) (1.0)
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表 2-2-3 主 な 補 助 金 の 推 移

制度(省庁) 分野 (交付先) PhaseⅡ PhaseⅢ PhaseⅣ

('65-'73) ('74-'80) ぐ81-'87)

塞 科学研究 人文.自然科学に A 3,751('66) 14,000('74) 35,800('81)

礎料学 補助金(文部省) 関する基礎研究(大学､研究機関等の研究者) ll,800('73) 32,500('80) 45,080('87)

B 15.4% 15,1% 3.9%

C 23.4%('73) 10.0%('80) 10.2%('87)

産 重要技術 鉱工業に関する A 805('66) 4,243('74) 2,610('81)

莱技術 研究開発費補助金(通産省) 試験研究(民間企業､個人) 3,333('73) 2,762('80) 1,285('85)

B 19.4% -6.9% -ll.1%

A:金額 (百万円) B:年平均増加率
C:助成費(科学技術関係予算中特殊法人助成金以外の助成費)中割合

重要技術研究開発費補助金制度は,'65年以前は最も重要な補助金であり,この制度

によるプロジェクトの研究開発費は国家総R&Dの15-40%に及んだ｡しかし,鉱工業

全体を対象とするため政策的な選別性が弱いこのような支援手段は PhaseⅡ ('65-'73)

をピークとして相対的にその重要性が漸減し,代って PhaseⅢ ('74-'80)では特定の

技術,産業についての補助金 (超LSI開発補助金,電子計算機開発促進補助金等)が

比重を増した｡しかしそれも Phase皿の後半から急に減少し,現在は産業技術開発の支

援手段としての意味はほとんどない｡

一方大学,研究機関等の個人研究者を対象とした科学研究費補助金等は,補助金全体

額が微増にとどまったにもかかわらず,増加していった｡このような不特定な対象を支

援する補助金制度は基礎科学振興のための政策手段となっている (表 2-214).

注 1)そのうち,特殊法人への出資 ･補助金 3,567億円を除くと約44.4%となり,

政府の民間支援額中もっとも役割が大きい
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表 2-2-4 主 な 補 助 金 の 概 要
川'..佗 (rJjlり)

HilJ此 (抑-1:) 'Jjt u!lr(交付先) 帥 仙 畔 :(. T,IT. 仙
601li)空6lJ'I:-Jh:

(文 tH') 省)什:i:研究iL川lJL人文科'学.,L']然科':i:にIigする).E 定 糾I,上 納2/3(十l'lt.報処 42,0001491,620114,3653,7603,641 43,5001401,555115,2134,1403,641

Jl))令iuillJ.､l''L術研究 雌研究及びAlr.究成火のl二ui:J'.(人'';I:.ur.究機側二Il.L:の研究-折)人文付､;:,t't然を汁.I;''.に恨け る柵
批tyi'LIIhli助企 究 (1亡JJ'り17:術研究川休)

私立大学研究 学術研究等に必安な研究設備及

.投Lllh'J:1.f別mlHT.:ひ1l'if:旺処判!_側係.投ilUJ: I:llHiU係,iLL仙

納助企 (私立大半を設tr比する学校法人) については1/2)I/E 'kL'iレ2定 糾

臥:;/-.人'7:I.1-:J紙 私二;/A.人.､ア:の維付l'.)維JitI
,捕,''LIEjIlHl))令 (仏､'/二人!､I':杏.没ii′l';する'-7:校iJ:.人)

LIJI二.7'J校地.投 私:;/二人一.､I':--4.7.:の4'Y)L=究狐 ''/(:-71-:
ヤ別一指'Lulli助企 (私立人!?I-守.:杏.JLiLLii'_'こする!?I:校は.

(私カ二大''I':守研究:>N'';-ll-J=地.泣燦1肘LII)公二､JI'_Llji什人!?I- 人)公立医科 .Ilk.:rf,i..Tr.穫大,'T:,'fEJl.

守経常'L的帥JJ令 糊大学の糸長骨代(地-JJ-公共日]休)

().j iI:._ 省)Ji′′f:.料,-'7'-研究 良,I.了.flJE_i｣:._,新薬糊党利 ニー処け る 定 仙定 柚 2,448ll,8701,600 2,84212.8601,600

'tulljlJJ)企H.'17:.言式験研究 ()Jr.'先 (地Jj'JtjlこHpl帆 仙人.Nl川川休など)特'jii状瓜 心身1叩.I::.一il--TiL:にJkけ る

'LMILi助企 研究(地ノブ公共川休,仙人など) 10/10,1/2

lfi.り度 ('nrユ:) 分 u!(.(如 ､j.先) 柚 助 率 ィ. 号?二 糾
601I:-lei:61咋度

(Jl-'i林水成省)JJ.2.仙水l).r=I.,:JL峡 L'Hli.水 J)7..:-Yi.'に一弘廿 る,:JUl/jI研兜 I,ii 糾 2,007385 1,941602研究'Lrt的仙令[{llJL'lJ)'(;..Lvi.ほ机 (地)}-公北Hpl休,lCflHH川こ,佃 9.5/10,1/2

人) 汰

血'"''))I(,Iiyiに)'HJるf)L'-1川 iV)f附己 定 柚

対策JLl-1過小YtL 研究.Jt紫.リiJH化,試,JL'jr.1-;(lulU 1/2

'LIi帥lljJ_ik l冊イり

(通商齢Xi-省)爪安技7'lW)rL究 鉱二一二紫に悦け る試験研究 (l即日 1/2,4.5/105.5/101/2,4.5/102/3.6/10 1,2836211,397366 1.3641,397356

日日ブLHIz帥助1号 TIT:紫,仙人)

I?Jl;:Yt-I.1.竹=.化技 ).!i礎-#十川壬.yiJにおけるIEYJ二抑l'.JI土

祢iLiJr-究一片悦 iLfi 仙 二側する.三八版研究 (tUHHlIIYl'
帥1りJ令 など)

))'(;Eri-I,(..11=.化TJ-i臥.L-.紫にfLUする.iJU.lJ'jI研究及び).!i

柁t,I;i研究Jlu)ytiS 雌,Jr;-材L)'(,A.-掛こJ,.Lナる,llr.二f=Jr(l'Hii'1:i

JLlihfHりJ余は恥改~沖1川i にFiUする.;lJU.I;hT研究 (ltl.'-.J企紫.仙人)小,J､介yi'打TJ.:が日.うfJI'.弛.'"I..耕

仙女技術HH発研究 技術等のHt.悦 にE泣け る試腺研究(.Il,JJL七.紫れ 小′ト企二紫[:洲本)中小_位-紫の技fJr:iE.'flJ._のための試 1/2,1/31/2,1/4

ti.)1.※L'lH土日(川160Jl:A)空が10/10

2.私立大学等W.I.rI','舘Frli助金は.医･鵬別系及び叩工学系に係る綴･緒
の.7̂である｡

3.私立学校施設難備焚帥助金 (私立大学等研究iA'{鰐等施設雛備押)
は,払う1人!'iI:守 (fJJ--tを判安を,J除く｡)の研'jt:･NLY.糊 に係る総門のJA
である｡

4.食品産業技術対策推進部紫鞭補助金は,食品鹿X･人材帝成促進部

業費及び食品産業技術情報活動弦を除いた経･坪である｡

5.関連THL守耳は令7tない｡

6.各咋皮とも当初予TT.秋である｡



(2)委託費

①定義

委託費は国家の事務 ･事業等を他機関また特定の者へ委託する場合,その反対給付と

して支出する経費である｡委託費は,政令第255号第2号に該当するものと,これの適用

を受けないものに分かれるが,大部分は各省庁が運用規定を定め委託契約書を交して実

施 している｡

②沿革及び発足 (図 2-2-2)

原子力,資源等公共技術に関する制度は昭和30年代に発足したが,特定産業技術を対

象とする本格的な制度である大型工業技術開発制度は1966年に発足した｡以後 PhaseⅡ,

Ⅲと経るうちにこの制度は研究組合制度 ('64)と結合 し,拡大 ･発展 して,現在まで

日本の技術発展を支えてきた官 ･民共同研究体制の骨幹としての役割を果してきた｡

'80年代に入ると,基礎 (基盤)技術開発を主対象とする次世代産業基盤技術,創造科

学技術制度等の新 しい制度が発足した｡

③内答及び予算

1987年度の主な科学技術研究委託費 (民間分)の合計は178億円で,この中の67%

(119億円)が通産省である｡大プロ制度は,発足した PhaseⅡ以後先端技術開発に重

点を置いている現在まで,委託費は産業技術開発の最も重要な政策手段となっている｡

ただし,委託費全体としては'70年代後半から微増傾向に留まっている｡

委託費による研究開発は,国が独自のテーマ,内容を決定するため政策的な選別性が

より強く,PhaseⅢ以後特定産業の保護育成,国際競争力の強化など,明確な政策目標

のもとにテーマ選定がなされてきた｡1980年代に入り民間の技術開発能力が非常に大き

くなったため,委託費の性格は基盤技術開発へとシフトし,それまでの経験をもとに産 ･

学 ･官の共同研究推進体制を構築する手段となっている｡現在では大プロの予算が頭打

ちとなり,かわって新しい制度の予算が増加している (表 2-2-5,表 2-2-6)O
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昭和30咋 35咋 40ir- JI5.irJ 50咋 55年 60年

(53)｢ (56)･省エネルギー .次世代在英基盤技術(51) 研究朋党委託fトー-'一･医於福祉概器研先開発委託円く53) ∫･qr技的実員E耶弟F(Fr技的実証コ如来発足 )(技術委転促進和美 )

(38)･fT源は合即日方正調_禿委託!2(44)･油汗一委托門 (56移行)I.什羊技術調禿fl川′ー城委託nllllll-1■一つ)

開発技的研究委託2甘 (SJI打切

-し 七目としては生きている)

ド ((36叩井川法制廷 )･別技的の｢委託開先(TJr椀 .LY.莱 )指定拭映りf灘委託門(41日米協力)&決め )･日米医学tG与力研究7)灰垂品甘拭験的(gl在2未b_てと rあっせん｣制lCEf.1.あっせんtLg越川) (51) I･放射性廃乗物処理処分対3i謁禿研究委;tn一一一一一一→..-

(47)･畑設技irJ研究,nfTt呑ItlrLl軒 ル色糸純血品科d三羽■作研兜委託門 J先委託nl (57)･抑止気象術規打上.委託門-Jl
村F究委託n (5日

(56)･J二光t:T呼化実施FIJp妨委託Zモー- ■.-(_研究門補助金へ拶行 )I

I日7.牡村′-

資料 :芸登日本能率協会総合研究所 ｢技術開発促進の条件調査報告｣

図 212-2 委 託 費 制 度 の 沿 革



表 2-2-5 主 な 委 託 費 制 度 の 推 移

Phase二 PhaseⅢ PhaseⅣ

('65-'73) ('74-'80) ('81- )

大プロ 予算(百万円) 730('66) 9,728('74) 16,837('81)8,203(一73) 16,717('80) 15,095('87)

年平均増加率 41.3% 9.4% -1.8%

助成費中割合* 16.3%('73) 5.1%('80) 3.4%('87)

次世代基盤技術制度 予算(百万円) - - 2,714('81)6,043('87)年平均増加率 - - 14.3%

助成費中割合* - - 1.4%('87)

電子計算機基礎技術(第5世代コンピュータ) 予算(百万円) - - 4,048('87)

年平均増加率 - - -

*科学技術関係予算中特殊法人助成金以外の助成費
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表 2-2-6 主 な 委 託 費 の 概 要

(iiも位 臼万円)

制 度 (省lう:) 分 Il!t,(交付先) I(. 算 '拓lt
60年度61年度

研究香北'Lや (l亡fH川休など)

放射性裾柴物処 放射性離凍物の処PJ!処分対策の確立

j![!_処分対策溺水研究委託iLliJjk射能ilu'jii.Ig.肘た (1亡‖'HT..I日本)L芯境 Jjk射能及びFJ;'トj'-)]施設I.l.LHiiの放射旭に側

(l=貰i J正 圧)'lt'.l;-.防Jl./.Tip-=.U.I.けさ ):;'i境保_1リ寸策のための.:J.I,I_水,研究.(人'7:,地 601 577
研究一Lli JJ'公八川休,LUEU川休など)

(厚 fl:._ 省)E.卜米医.:Ir:協ノ]研 鵜礎挺.:-I':に槻する日米-jlJ-TIAlfJf究 (日米医学協 105180 90180

究;'-JT;来会:itlft プJ研究会)

医嵐(.ll.等試験胡 医私Ti.等に快】する.7式験調_#_研究 (地ノj公共ト】◆】

イた-安.;L'LY 休,l＼こfElJ川体など)

(JI笠什 水 推 省)指',iz:iLA炊FJLXI-J安.廿LIiバイオテクノロジ -fH.r!-.ミキ;にはけ る指Jiii試験jli業(地)j公共卜馴本) 1,240 1,253

-肘,'㌫技術シーズfl,-.遜研究委:it'iせ ロジー先端技術のシーズ1..:,,A-並 (大.-7:守)

(通柵l1'(三業 省)研JjJtJii.】発-委託iLFtI/!;_M..f及びfl.';朴機 大1_TLL紫技術の研究llH党 (l七一日凹休など) 5,838 3,736

新エネルギー技術の研究開発(上亡FlりFTl休など) 357 296

医糠及び納札機諾別二側する研矧iH発 (L亡=り川 646 613

次世代l耽.某北鰭 次世代]77-:.-紫の),HL{tLとなるべき技術のmr,'JJtEH目先 4,9824,776 4,2814,498

技術Nr.究糊先委託'Lfi'征子計井機兆礎技術聞発委託>維新 材料技術J;iJ充 (lUllJ川休など)

批flL世代 コンピュータの研究HT.j先

妹 分住宅の耐久帆 居住性の1''1LLのための技 216 268

等委託iLli 術糊党 (l＼三fluHl1.本巧.:)

(逃 輸 'G)F'jlr_llJ_気象枇_lL1:.11~I恥 卜.'jEも製織Ai1:_の打上げ等の業稚 2,306 2,167

tl'_)1.関連庁珊T･ほ令まない｡
2.各年度とも当初予詐取である｡
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(3)税制

① 沿革 (図 2-2-3)

･50年代には技術導入を促進するための制度が,'60年代には自主研究開発投資を促進

するための制度が発足した｡'85年度には民間の基盤技術研究開発を促進するため,塞

盤技術開発用資産の取得時に7%の税額控除を認める制度等が強化されたo

②内容

これらの税制特別措置は,その性格上特定の研究開発課題を政策的に促進 していくと

いうよりも,企業の技術開発の努力を総体的に促進するという色彩が強いo'85年度の

日本の税制特別措置額15,250億円の16% (2,450億円)が資源エネルギー対策及び科学

技術の振興に対するものである｡この中で試験研究費の税額控除は960億円,技術等の

海外所得の特別控除は250億円の規模に達 した (表 2-2-7,表 2-218)O

表 2-2-7 技 術 開 発 に 対 す る 減 税 金 額 の 推 移

(単位 :億円)

PhaseⅠ PhaseⅡ PhaseⅢ PhaseⅣ
('55J64) ('65-'73) ('74-'80) ('81--'87)

R&D 試験研究費の税額 - 13('66) 210('74) 270('81)

支出関連 控除 - 198('73) 240('80) 960('86)技術等海外所得の - 26('66) 100('74) 150('81)

特別控除 - 45('73) 140ぐ80) 250('86)

外国技術導入 重要外国技術使用に対する源泉税率軽減 6('55)10('64) - - -

資料 :税務調査会 (1988)より作成

-川1=



表 2-218 主な科学技術振興関係税制の概要

三li rli趣 旨 V.J 'i:.i 根 拠 備 巧-

JT.-加試験 技術開発 1.法人が過川年度に行った試煉 仙 税制特 42年 度糾読62-fI=-JB:'ま

研究'LYの の促進技術脚光 研究に紫した'Lu二日(所村の金納の 別 1.'IHIyt法

税肋控除 計井上才11金の鰍に井人されたもの) 那 10粂那

制度兆類語技術 が,兆叩ilF度から当該過川年度の 1 JLrH J''J1- て ､60咋伎糾ilLli又62il.lJ史ま

flf_nfiのA-1Ji-柴年度までのみリ.;紫咋腔 1Jj.税)

の試験研究北の)ti:JL:ii鰍を越える域 耶 42灸の

介は,その超える金柚の20%に州 4 節1∫rt

当する企'bll'tを税'拓1't控除する (た/どし,法人税紙の10%を限度とするoL(通用年度)昭和42年61】1[HJゝらll糾u63年3月31日までのI糊にf朋デ..する:ll.;紫年JA-(兆itL:AliliJ立川召榔42,1.ll)jltは 含むjJJi業年度の山村の｣,.-.装iI.ll空2.個人の域合もFi'Jl様(国 税) (il三人税)租税特別

研究例充 の促進技術けり沌 1.朗誠;-棉,先3.'蒜エレクトロニク促進税制中小企業 ス技術.I,tt!Ji)tdイiiJ技術糊充,L'-i.:'fil'1."iir'lu;-fj';

開発等-1.jr=鯉技術の研究り目刺 -∫,ff)1-ti- 10灸.Ti2

について,収柑価柄の7%十日三l_'f'拓fiJTi().)7.1リ:で60.fl:JJi'新二:-lLl★162咋比ま

を,現行の増加;i式験研究'LIIの税'方li 税)

作除 制 腔に1,.ける税'如't作11:Jrb'l'tにJ)Il机42条の

えて税'寛1'(矧1,'J:する (ただし,法人 4,̂̂̂;2JTL

税紙の15%をliliJ度とするO)02.1IA']人の域今も同様(地ソノ税)3.).ち鰯技術の研究例充川;ffJ?7=':に (ti:-人税)也-JJ川見iL-
ついて,収1Ll.)-=仙柄の7%州当納(た 附lH那8

だし法人税'bll'iの15%州当柵をlil1度 条an;ltlltI;IL税特別とする○)を法人住L亡税法人税側の課税雌畔から控除するO(国 税) で60年 JA:llJT,技術兆出 の促進 1.小,ト企-濃紫等の試恢Mr.究'LVに

強化税制 ついてその6%相当鮒を税'h-Ti控除 描 -JLLritj;-那 ,没

車 1-lJt 趣 汚 r̂) 'む 根 拠 備 巧-

柁術等iElJ-: 技術秒一.:u三 蛇とするo)uなお,この措iEと増加 (所村税) で60年度新

.;l八験研究'Lftの税仙椎除との選択適 那42条の

川を;LLJ.める 4那311i

2.1I.I.[人の糊でナLT"1雌 (u;.人税)

(地ノ∫税) 地)J税法-
3.1に1,.いて6%1:‖≡rT'l'方TIAの税納 附lJJJ節8 -:-ILIiV.

柑;,1ミを池沢した域介,当.言女6%川 条那2項刺し税特別 62咋度ま当部日 ただし,法人税柚の15%相;1_l'l'約'irl.l'JllJ空とするU)をiJ;.人圧1亡税法人批 判の;iM如実iVi..から控除する. てい39年度新

1.法人の収入のうち技術等iELi外 措芯法那 :I:.TLrLX

外11'puHこ 及び1抽'l取リ=二よる収入がある場介.当.ik-21粂 (所 62年度ま

係る所得 川柁狛1日 収入分柚の(∋二Ⅰ二某所イ丁JTt':;(商雌柵 ㍗.川L) で(936年度

のJJ!i別け 了との促進 引;,'Jミ()､ノウ-ウなどの.浪池又は 約58粂

陳I,N-I.i.企作除(五言JU.li'JI研 _.Ir,-.Uに村 I,lltlI;-についてはその25%,(むコン (法人税)(D法人税

外収.lr多 サルテイング業稚等については16

/lJ化教育又は什羊技術九三l/HJ- %に川十rる企'brHを所川.or)金満11の.汁1,-日 ..川奈の'b'L'tに与り:人する (!=だし, F,hib1''--紫IL'-ltのIL)i.川-.の朱雀L'tC')40%を駅比とするり)U2.仙人の場介もE;り様(∋一般のJ,.A-:付金の損金外人EljiJhI'b'li

究法人等 とト.l'kl'ほ で別枠で川1号Tp一二人を主iL).め 汰,T537粂(参所1!)I..税 帆没②37,1:-皮に対する寄付金(法人の堤 .7㌢)(む.;八炊研 るO(餅 JJ.--'jii'ifI-付缶の一つとして次によ

究沃人､IjL1- りnr_A,iiさ)しろlJT'ALriをI.L)7-日:め.:,作l;,1ミ 汰.那78粂 税細枠I批

I.h'Ll.J骨 a)納(所得の25%をtljiJlだとするり)〕 42咋度所



:='Ji J-1Ji趣 旨 内 容 根 拠

場合)(多指定番 動力炉-7.1.: (卦教-fJ'又は仲 7..の批興等のための (参法人税 式に改正(争35-fIiJ曳付金動ノJ炉 . -LLlJ.で緊急をiR'-するものに充てられ 法机37粂 新設44咋度緋

る'..馴小食についてiJ.--人の場介は食 1,)i.印税TlJ;.

'#l'tをjplt金に汀人し.仙人の似合は(参と同様の特定布付金として扱う○法人が動))炉 .核燃半日経.J発-3Ji--紫 肌78粂租税特別
核燃料閲 r凋発の促 印に対 してit::.S速増殖炉のl);'-I_JT,.I.J_炉又 LIH荘法 p=-It-ーiV.

絶jlt紫川 進技術ljL)党 はウラン池細目);':Jt■.!プラントの拙.-没 耶36灸の 63隼度まに対する に充てるための,L_l'.えん金を支.ljJ.し ll(D租税特 で(936年使

出えん金 た場合に,この山えん金に相当す

の机金井 る金納 (.L.IJ.えん金が当該年度の3-Ji

人制度鉱コ二紫技 斐川に対する出資金を超える場介には,その出資金に相当する金伽を当該年度の所得金桝の計井上損金の'盗fiに第人する○(適用糊rEjJ)昭和441年4月1日から昭和64咋3)13llーまで(∋鉱:rjX-J技祢仰 究親で>1.7-=が拭験研

術LIJF究&,JL の促進科学技術 究川【&.l起溌j_)i;-の取相のために純分 別1.MHE;lu:- 新,没

合等の試 貝に脈課した支出金を特別イー■川Jで 那18粂 63年度ま

験研究用固定資産取付等に関する優 きるものとする○(参鉱工業技術研究組合等が状課に (所得 税)節52粂(法人税)(餅ⅠL税特 で(参36年度

遇招芯学術研究 より収得 した試験研究frJELg定資産 別すIJHLJt法 新設

について1円まで庄紺ほ己帳できる ･節,66条の 63年度ま

ものとするo 10 で

民法祈34条の法人で'-'f:術の研究 地ソ∫税法 26年腔
法人の研 の批難 を目的 とするものが,その日的の 那73条の (hl'l定;ff
究用梁塵 ため-LtL核その研究の川に供する資 4,那348 鹿税)
に対する )?'(:Iに係る不動舵収印税,LIP.l',ii溌j)-rz-: 灸,.Ln;586 29咋JA'
非課税川 税,特別土地保イJ~税及び榔-rh'計軸 灸.,̂Jh;702 (不軌才壬

･=')'i tJ'i趣 旨 内 容 根 拠 備 考

I-'1':術6)F究 教-ffr又は I:i:校又は学術研究機側において 地方税法 (寸肝Fr]-汁ILIhi税)48咋度(特別土地保村税)新設25年度新

機l即.-1.:の 什-7:技術 pll日夜教ff又は'iY'-術研究の川に供す I:r5489灸,設37年度新'Lに'jtj妃. の地主舛技外川党 る'ik!j-t又はガスで一定のものに対 那489粂

非l淡税招･hI'r とするo

lH_鉱二_1-.濃は 鉱工濃技術研究純分法那14灸の

術研究糾 の仙三越/ltjl亡への 規')-iiによる承認を受けた機械及Ur附則.那,-15 設

{ナの.;:Jt炊 ･姓;rf'Iの うち,61-1I:-JiEまでに新たに 灸那28TE(地~万税法 61-4I:-収ま研究川機 取糾されたものに対するthJ定資産 で61年度別

帖 .装iIlJJ: 税の課税腰椎は,qrたに凹'jt資産

に刈す る 税が課されることとなった年度か

Ll-I-1')と溌L)A(;_- ら3年l空分にl'Jlil)その価格の%の
税の松城 机とする○

バイオテ (地~ノ∫税)

クノロジ 危:._lil-IUJ-｣1二 遣ー云+糾換え技術等の研究に必焚

-研一先川 に係る.('1 な磯城 ..iiLLlh'iJ:のうち,｢)逆illJi十,m換 附1日肌15 殺 (60,
･'lfJ)II;A..にL-,7:1日.峠i成 え'Ji炊4一指t.｣により公共Jへの危 -'i_!J:- 灸TI526項 61年度lI-k
る川',ii.'{L' r1..UJ'L1-.するために必要となるもの 柑分)

I_)I;_-税課税 について,UiI延資産税の,維税拙戦



昭和30年 35年 4b年 45咋 50年 55年 60年l

(28)･重要外四技術使用料に対する源泉税率の軽減(26) (43拡大)叫…-■~(42).㊨ .竹加法峻別先代の税軸控除制度 派(技的帥発の促娼 )0) (18) ( )(51)

(常 田錯 ;脂 瞭Wl移転及び我がLB技術開発の､.7!jlJ.企(納入の(税佃捜除方式)5)柑定む付金(載育または村学技術蝦的

(-郎改iE) ((､L'&改正)50) (5_2) (?)

･重要機械類の輸入関税免除 (昭29不身ts26同定封建現).I㊨.学仰 兜 ∫法人の研究用府Erzl非課税は泣 く科学iT等左研究鯛 等の屯気鋭非枠税措正 (教育またはf-㈱ 拭墳qF究nが一定の灸件 (過去の最満水 鞘 空く技寄付金的金7F人の特例 (3㊨産収得税)I (号1附 打醐 '

いく拡大)促遡ならUIE対外技卿政引多lEIIヒIら ) 一､一缶改j亡) 磨 讐諸 悪又ははVtK)

I認 する ('.ff.;触 方式に改正,1

のための寄付の契励 ) (44)⑳ .動力に対那 .ほ燃料F)n兄TJT文例する山えん金の拍金井入81J皮 動力炉等tlFl先の促進 )

対する術の促進)ガス税の学技術の促遡 )⑳ 特 別依却 (48特別土地保TT税)

(37)㊨ .拡工罪研究組合の対する同定Pf産税.(37)･新技術企兼化用件推 .投僻等(39)ー世界∫l∫ 棚 研究171枚器.襲正にの軒披措放 く技術開発の促遡 )(41,加斯限化)

l 挽 (48世界亦1一 号他に改iE)

前 号(新技術金光化投価の急速fl快打化に対処し. ･中′ト企業技術基盤強化税制･基盤技術研究開発促進税制

資料 :望歪日本能率協会総合研究所 ｢技術開発促進の条件調査報告｣

図 2-2-3 税 制 の 沿 革



(4)融資及び出資

① 沿革 (図 2-2-4)

融資制度は,企業の研究開発活動に対して,市中の金融機関より低い利子率で公的な

資金を貸し付けることにより研究開発活動を促進 しようとするもので,金利の差額は実

質的な補助金とみなされる｡大部分の制度が'50年代及び'60年代初に発足し,重化学工

業分野の設備投資を促進してきた｡

これらの融資制度は,研究開発そのものの促進というよりも,研究開発の成果を企業

化する過程に対する助成という性格が強い｡しかし'85年発足した基盤技術研究促進セ

ンターの融資 ･出資制度は,企業の研究開発それ自体を対象とする新 しい金融制度で,

特に基盤研究開発を主な対象としている｡また日本開発銀行の融資は,先端技術に関す

る研究施設の整備も対象としている｡

② 内容及び予算

表 2-2-9に日本開発銀行の設備資金新規供給の推移を示す｡'87年度は,日本開発銀

行の技術振興資金融資金額は1,469億円,基盤技術研究促進センターは融資192億円,出

資68億円である｡

技術開発の結果の応用及び利用は,金融資本の適正な調達がなければ不可能であり,

低利融資制度は前述 した税制とともに技術開発育成の重要な役割を果してきた｡特に

PhaseI,Ⅲの重化学工業化過程においてその役割は増大したが,金融自由化以後政策

金融は減少し,民間の資金調達能力 (海外金融等)が強くなってからは政策手段として

の影響力は減少した｡一方,リスク･マネーとして研究開発 (特に基礎研究及び高価の

研究開発設備)自体を対象とした出資,あるいは成功時のみ返済義務を負うといった最

近の制度は,先端技術開発の新 しい政策手段として重要性が増大している｡

表 2-2-9 日本開発銀行の設備資金新規供給の推移

単位 :億円 (%)

'55 '65 '75 '85 '86

民間金融機関 3,124 28,607 124,343 236,784 284,119

政策金融機関日本開発銀行 1,023 5,550 24,554 31,793 30,256

(22.8) (15.9) (16.0) (ll.5) (9.3)

464 1,997 7,662 ll,017 10,892

(ll.0) (5,7) (5.0) (4.0) (3.3)

-20-



昭7-11JIOL7:J- 45咋 50咋 55年 60年
l

.26, l･qT技的企弟化触那 岐 ①(39) i長 肘 .㊨ (43) . ㊨ ･基盤技術開発促進センタ-(58)一興触脚 皮㊥
･日本的先銀行 I新… … 品化拭作槻府◎ (50)(岩芋篭 毘認 護岸&'温 度 )

(45) ㊨

･中′ト企集金触公柵 ･qr技術金光化等触PZ制圧
)T特定掛 … エ光糊 抑 制皮㊥

(50

･Ml研究開発.4'!企薬行成センタ-(叫50枚jJl.) (50)rl1小企yi-向け抗,掛某t.川此㊥(研究朋先門の伯入れに対して如拙保. 期のLrT功保証 )

(38)･巾小企薬 .中小余共役投Pf打破株式仝托 I(昭38.6r中小金氷投PITT成株式会社法｣肘促.･(描 .i窒脚 f L･#n術脚 業団 f 3̀6.'融 .出資制&,TT成別A.㊨)叫38.11如茄 .名吉良 .大阪に股立)I -- 1

<江>

制度の政変

･E3未開発知行

･中小企黙
金地公柵

･そ の 他

① 新技術の企典化に際して必要Ii設鵬招金の触2日 対穀 :国産技的で同相の技純が山内でまだ企ri化されておらず,かつ企菜化の目的が新製品の開先.新製造法の採凧 品質 ･性能の苦しい改札 生q.性の
向上.を図るためのもの)

㊥ 熱延乃Ifll舷門以上 (金岡⊥f'l他紙･金柑JxT工他紙は5.000万円以上 )で.まだ洞内で取迫されたことのIlい耶1号織の魁迫に対して

◎ Pi未r]FI糊;に対処して民ntl企灘の技的rJH先力の格段の強化のため

㊤ 独fu的なtjは_所要qf技的.技術的 ･持前仰 こリスク引†う所技tfiの介弟化及びni.法化,に必壁fi-fT金を低flJ･指WTに細流(朋休各'fi及び日枝ITがあっせん)

⑳ 小′トか射 ⊂おけるqrは的の企射 ヒlh!地により.その技的胴兄力の削 ヒを図る

⑥ 叫′ト企発による特定T87-･他托Lr_射 こついてL1-.碓技術の向上をth!逝

⑳ 研兜川悦 _Zl.)のlI.小企苅行成の托地から.JrlJい技的力引専らながらfT企調iB力の不)上のために(･JF兜fllJ発をl隻手fできない■1小 介-Yiのために

⑧ 27金調ii力のない中小企射 こ対し.fl太をut拾し･併せて根常上 ･技札Lの謂閃朋のlT]掛 こも応じることで･中小企苑を将来株式の'J-W lこより独力でfl木調通できるようになるまでTT成しようとするbの

㊥ 中小lL城 が新枝的の企射 ヒ日金を企触偲朋から1托入れ 当該ILrt掛こつき†訓順 祉似全が脚 ｢した切合･その保I.fJこつき･中小曲射訓1保険公伸が当該I訓順 評協会と保険契約を締結できるようにllった

資料 :窒歪日本能率協会総合研究所 ｢技術開発促進の条件調査報告｣

図 2-2-4 融 資 及 び 出 資 制 度 の 沿 革



(5)政府研究機関及び大学の経費

① 沿革

この経費による技術開発活動を行う政府機関は,国立試験研究所,特殊法人研究機関,

国立大学等である｡ (ただし特殊法人の経費は科学技術関係予算の中の補助金,委託費

でまかなわれている｡)

② 内容及び予算 (表 2-2-10)

(i)国立試験研究所

国立試験研究所は,各省庁に附属 してそれぞれ固有の研究活動を推進しているo し

かし,市場では期待しえないタイプの研究を行うために政府が公的な立場から積極的

なリーダーシップをとるというよりも,民間部門と密接に協力しその研究開発を補充

していく役割を果してきた面が強かった｡その主な役割は次下の通りであるo

表 2-2-10 政 府 研 究 機 関 の 経 費 の 推 移

(単位 :億円)

PhaseⅠ PhaseⅡ PhaseⅢ PhaseⅣ
ぐ55-'64) ('65-'73) ('74ノ80) ('81-'87)

研究開発費総額 3,818('64) 4,258('65) 24,214('74) 53,640('81)
19,801('73) 46,838('80) 90,162('87)

年平均増加率 21.2% ll.6% 9.0%

政府負担 1,311('65) 6,411('74) 13,403('81)
研究開発費 5,227('73) 12,100('80) 17,983('87)
年平均増加率 18.9% ll.2% 5.0%

試験研究機関 307 ('64) 332 ('65) 704('74) 1,834('81)
経費 603 ('73) 1,753('80) 2,459('87)
年平均増加率 7.7% 16.4% 5.0%

特殊法人研究 101 ('64) 103 ('65) 1,177('74) 3,136('81)
機関補助.出資 912 ('73) 2,946('80) 3,567('87)
年平均増加率 31.3% 16.5% 2.2%

国立大学経費 541 ('64) 626 ('65) 2,129('74) 4,878('81)

1,750 ('73) 4,600('80) 5,942('87)
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･民間部門に対して,ある技術開発の技術的な可能性について情報提供｡

･民間企業間で行う共同研究を組織する際の中核として,研究のリーダーシップを

とり企業間の調整を行う｡

･民間部門が行った研究開発の成果をテス トし,評価を行う｡

'80年代に入って先端技術開発の新しい体制の確立のために国研の役割が再検討さ

れるようになったO科学技術会議の答申 ('87年8月28日) F国立試験研究機関の中長

期的あり方について』では,シーズ創出等基礎的 ･先導的研究に適した研究マネージ

メントの確立等の必要性が,述べられている｡

(ii)特殊法人

民間部門にゆだねるよりは公的な立場から行う方が望ましい研究開発のために設立

され,政府が特定の政策を遂行するための本格的な研究開発を行っている｡'70年以

降政府資金の投入が急速に増加し,国家研究開発活動の最も重要な位置を占めている｡

上記の3機関の活動が,政府負担研究開発費の約67%('87年度)を占めている｡特

に PhaseⅡでは,政府の研究開発活動の主な手段である巨大科学技術プロジェクトが多

数発足して特殊法人形態にシフ トしている｡

(6)まとめ (表 2-2-ll,表 2-2-12)

一国の産業開発と競争力を決定する主な要因としては,経済成長と投資決定に影響を与

える経済政策,金融資本コス トと資本調達体制,R&Dプログラムと誘引策,高級技術人

材の供給,特定産業の育成と貿易規制等の産業政策等があげられる｡これらの各要素がま

るでオーケス トラの和音のように相互に有機的な連関を形成しながら技術革新を進めてい

く｡すなわち,量的な資源投入の側面だけで把握できない制度的要因がより重要である｡

本章では,上記のような全体的なシステムの中できわめて部分的な内容だけしか扱わな

かったため,どのような政策手段がどうして,どのくらいの効果を果しているのか等の判

断は難しい｡しかし,各時代の政策目標に合わせて各政策手段の戦略がはっきり変化して

きたと言うことはできる｡
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表 2-2-11 支 援 手 段 の 対 象 と 政 策 的 指 向 点 の 推 移

PhaseⅠ PhaseⅡ Pha seⅢ PhaseⅣ
('55-'64) ('65ノ 73) ('74-'80) ('81-'87)

描助金 対象 鉱工業全般 特定産業 左同 科学研究等基礎科学指向全般的なR&D活動振興 特定産業技術の開発(研究組合等)左同 基礎科学振興

香託普 対象- 特定技術 左同 先端基盤技術指向 - 大プロを中心に大型技術開発 左同 次世代等を中心に基盤技術開発

秩刺 対象 技術及び設備導入 設備国産化､研究開発 研究開発 研究開発指向

金融 対象 基幹産業への政策金融 新技術企業化 左同 研究開発指向設備導入資金 設備.機械の国産イ左同 大型研究設備

国研立カ所対象 - 企業の補完的リーダーシップ 企業の補完.協同シーズ創出(先導的役割)指向 - 共同研究 左同 左同

特法殊人対象 - 巨大科学技術 左同 左同

表 2-2-12 支 援 手 段 の 推 移

(単位 :億円)

PhaseⅠ('57) PhaseⅡ('68) Phase皿('77) PhaseⅣ('80)

補助金.委託金 4 75 275 608

税制上の優待 38 153 290 380

低 利 金 融 * - 2 16 22

合 計 42 230 581 1,010

*日本開発銀行の ｢国産技術振興融資｣の金利差
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Ⅲ.日本の国家研究開発活動の特徴と主要事業の現況

1.国家研究開発活動の国際比較

(1)政府と民間の研究開発費の負担

表 3-1-1からわかるように,政府の負担割合は他の国に比べて著 しく,推移をみても

1965年30.8%,1980年25.8%,1987年19.9%と一層の減少傾向にあるO防衛費を除いて比

較すると,その差は少し縮まり英国よりも高くなるが,他国とはやはり10%以上の差があ

る｡

表 3-1-1 主要国の研究開発費の政府負担比率 (1987年)

日 本 米 国 西 独 フランス('86) 英国('85)

研究費総額(兆円) 9.0 17.8 4.6 2.8 2.4

(8.9) (14.2) (4.4) (2.4) (1.8)

政府負担比率(%) 19.9 49.0 37.7 45.4 42.2

(19.2) (28.9) (34.4) (32.0) (17.9)

( )は､除く防衛費

資料 :科学技術白書 (昭和63年)

(2)政府負担の研究開発費の流れ

表 3十 2に示したように,日本は政府研究費の産業への流れが極端に少ない｡特に米

国と英国は45-52%と非常に大きいが,これは防衛費の差によると思われる｡

また支援の方法と内容も全く異なっている｡

米国では,DOD,NASA,DOEの研究費が政府の産業支援の95%以上を占め･国

防,宇宙等の特定目的のための委託 ･契約研究開発の形態をとって,政府購買政策と連繋

させている｡このような国防宇宙技術政策は,'50,'60年代には米企業が世界中で商業的

機先 (すなわち spillover効果)を制することには役に立ったと評価されたが,'60年中

盤以後巨大な支出と商業的利益 (企業の競争力等)の連繋は減少したとされている0

-万西独の場合は,政府の産業支援は主に中小の個別企業を中心にしており,全体的に

見ると,明確な方向性に欠ける傾向がある｡
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表 3-1-2 主要国の政府負担の研究開発費の流れ (1987年)

(単位 :%)

使用主体 日 本 米 国 西 独 フランス('83) 英国('83)

産 業 6.0 52.4 30.5 23.7 44.8

大 学 41.5 20.1 33.0 28.7 23.7

政府研究所 47.2 23.4 8.8 46.9 27.0

*大規模研究機関(AGF)､マックス･ブランク(MPG)､フラウンホ-ファ(FhG)等で､

実質的には他国の政府研究所に該当する｡

資料 :科学技術要覧より作成

日本の場合,規模は小さかったが,環境助成は税制等の間接的な方法で行われ,一方政

府の直接的な支援金 (補助金 ･委託金)は,戦略産業技術の技術格差の縮小あるいは国際

競争の強化と言うはっきりした政策目的のために,大企業と政府研究所が中心となった共

同研究組織への seedmoney(呼び水)となった｡すなわち日本の政府支援は民間部門に

おける研究開発のニーズが基礎となっており,研究テーマの選定段階から極めて緊密な情

報交換を行い民間部門のR&D投資を促進させる補完的役割を果たしてきた0-万米国の

政府委託方式は民間が押し出される可能性がある｡

また,政府研究所への支援が大きいことも日本の特徴といえる｡フランスも政府研究所

への研究費投入の割合が大きいが,研究費の20%程を使うCNRSは大部分大学内に設置

され,産業技術よりも基礎研究に重点を置いている｡反面日本の図研は産業技術指向の程

度が強く,企業の産業技術開発に補完的な役割をしている｡一方米国等その他の国は23-

27%と低く,その役割も企業との連繋 ･補完的な性格よりも政府固有の領域に限定されて

いる｡

(3)大学への支援

負担源別に見て政府に大きく依存しているのは共通しているが,日本の場合私立大学も

多いため,一番政府依存度が低い (表 3十 3)｡大部分の支援金は国立大学を対象として

いるが,その大部分は研究費というよりも教育費 (教授給料,機関維持費等)の性格をも

っ｡研究費もプロジェクト形態のものは極めて少なく,また同等に配分されるため優秀な

研究集団の形成が難しい｡さらに,学生数が多いため教育の負担が大きい等,研究機関と

しての大学の役割は非常に貧しいといえる｡しかし理工系人材の供給には大きく責献して

いる｡

一方米国では,DOD,NASA等によってプロジェクト形態で支援されるため大学の

研究機能が強いo表 3-卜4に各国の-人当たりの研究費を示す.
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表 3-1-3 大 学 の 研 究 費 の 負 担 主 体 の 割 合

(単位 :%)

負 担 主 体 日 本 米 国 西 独 フランス 英 国

企 業 2. 8 4. 8 6.3 1.3 6.6

政 府 61. 6 70 . 8 93.7 97.6 7 8.4
大 . 学 35.4 1 9.4 - 1.0 3.9

民間研究機関 0.2 5. 1 - - 7.9

資料 :科学技術要覧より作成

表 3-1-4 - 人 当 た り 研 究 費

(単位 :千 ドル)

日 本 米 国 西 独 フランス 英 国

産 業 160.8 143.7 239 165.4 122.4

政府研究所 483.2 215.2 63.5 153.9 118.2

資料 :科学技術要覧より作成

(4)科学技術の調整機能

米国の特徴は,多元的 (pluralistic),非集中的 (lesscentralized),市場指向 (

market-orientedend)である｡一方フランスは,より集中的 (moreCentralized),計

画的 (planned),戦略的 (strategicallytargetedend)であり,TheMinistryof

ResearchandHigherEducationは高等教育と基礎研究の調整を行い,The雅inistryof

lndustry,TelecommunicationandTourisnなどが産業技術を担当するが,総研究費の 54

%が政府の負担であり,民間研究費も50%以上を国営企業休が負担するため,産業技術

に対する調整機能も強い｡

日本は,米国とフランスの中間形態と言える｡市場機能の最大限の活用と政府の直接的

な介入により国民的合意のもとに政策目標を明確に設定し,行政指導を行う｡そして,国

内企業間の競争を誘導する一方,対外的には市場保護政策を並行して行っている｡

前述したように,資源配分の側面では日本の政府が他の国より多く産業への支援をした
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わけではない｡むしろ支援規模は最も小さく,さらにその方法も,米国の政府購買政策,

西独の個別企業の研究者の人件費の補助金,フランスのエア ･バス計画のような商業的目

的への直接的な介入もほとんどなかったのである｡

では,日本の技術発展の成功要因は何だろうか｡これは量的な資源配分の側面では把握

できない制度的要因に基因するものかも知れない｡すなわち,革新のパフォーマンスはR

&Dの投入や他の技術的 ･販売的活動の水準だけに依存するのではなく,これら資源が管

理される効率にも依存するO企業がイノベーション管理の効率においてそれぞれ異なって

いるように,国家もイノベーションの国民的システムの効率において様々に異なっている

と言える｡

2.国家研究開発事業の推進現況

(1)国家研究開発事業の類型化

① 定義

特定の政策課題の選択的な実現をはかるために,政府が主導してテ-マ,内容を決定

し.研究費の全額または一部を負担する研究開発活動である｡

② 類型 (研究区分) (表 3-2-1,表 3-2-2,図 3-2-1)

政府主導の研究開発事業全体に共通の基準や運営方式が存在するわけではなく,担当

の各省庁毎にその目的と状況に応じて特色ある体制で運営されている｡従って各省庁間

で共通に認識されている研究区分が明確にあるわけではない｡そこで本章では研究費の

規模,研究の計画性の程度によって,便宜的に区分することとする｡
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表 3-2-1 研 究 開 発 事 業 の 類 型

研究区分 研 究 の 性 格 主要制度 企画主体 遂行主体 予算の性格 予算額('87)

経常的 比較的基礎分野に属する ･国研の経常 国研 国研 人当予算 総額:

研究 研究を中心として経常的 研究制度 (Block- 647億円 日

に行われる研究 fund) 1人当.82～144万円

プロジェクト的 社会的.行政的要請に応 ･国研の特別 国研 国研 個別課題 総額:

研究 えて早急に実施する必要のあるもの 研究制度 省庁 ごとの予算 149億円 1)課題数:490(課題当:30百万円)

プログラム的 社会経済の要請に応ずる く基盤的 く該当審議 学.産. プログラム的 ('88年)
研究 研究でその開発規模が大 性格> 会,省庁>

きく,企業化に伴う危険 ･創造科学技 科学技術庁科学技術会 あるいは 38.2億円92.0′′15.2〝63.7′′126.7′′256.7〝97.4〝37.0〝12.4〝3.5〝

負担が大きいために民間 術推進事業 国研 個別大型

のみによる開発に期待 し ･科学技術振 国研国研. ごとの予算

えないものに対 し,国が 興調整費 読 (但 し10年

中心となり学界や産業界 ･国際フロンティア 科学技術庁通産省/NEDO通産省/NEDO′′通産省農林水産省〟 程度の推

との共同研究体制を確立 研究制度 外国.学 進計画が
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研究区分 研 究 の 性 格 主要制度 企画主体 遂行主休 予算の性格 予算額ぐ87)

･総合的開発研究(農)･農林水産業/りオテクノロジー先端技術開発研究･電気通信フロンティア研究開発 農林水産省′′郵政省 6.9億円14.4〝1.5〝

その他2)･基盤技術研究促進出資融 ･基盤技術研 通産省. 産産 業投資特 205 〝声6 〝資制度(2以上の企業等が 究促進センター 郵政省農林省 別会計から

共同して行う基礎または応用研究段階から実施する試験研究に必要な資金の出.融資) ･生物系特定産業技術研究推進機構 の基金

国家的 国家的政策に基づく巨大 ･日本原子力研究所･動力炉.核燃料開発事業団･宇宙開発事業団･海洋科学技術セント 該当委員会 特殊研究 ､定化さ 973.1〝1,380.9′′965.3′′92.8〝

注 1)人件費を含まない金額

注 2)その他の基盤技術研究促進出 ･融資制度は､他の研究開発事業とは資金の性格上違いが

あるが,国家が研究の企画へ深く関与する制度であり,その効果または推進システムの

面でプログラム的研究に分類できる｡
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表 3-2-2 各 国 家 研 究 事 業 の 主 管 省 庁 (1987年)

経常的研究及び ①防衛庁 ②農林水産省 ③通商産業省29.8% 22.9% 14.8%

プロジェクト研究 ④科学技術庁 ⑤厚生省

ll.6% 5.8%

主要プログラム的研究 ①通商産業省 ②科学技術庁 ③郵政省61.2% 14.4% 10.3%

(基盤技術促進制度含む) ④農林水産省

7.3%

国家的巨大プロジェクト ①科学技術庁

図 3-2-1 各 国 家 研 究 事 業 の 性 格
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(2)プログラム型事業の概要

① 研究開発推進のための組織 (図 3-2-2)

プログラム型研究開発事業はほとんど産 ･学 ･官の連携によって共同研究で推進され

ているが,その組縦の形態は次のようなものがある.

<資 金 形 態 >

国(研)の経費中

プログラム関係費

特定目的補助金1/

出 資 金

図 3-2-2

(iv)研究開発会社型

<遂行組織の構成要素 >

研究組合

→ 主な資金源

-一一-:-;-例外的な資金源

プ ロ グ ラ ム 型 事 業 の 組 織 の 形 態
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(i)研究組合中心型

a.鉱工業研究組合の概要

○制度の主旨

技術体系が次第に高度化 ･総合化しつつあるなかで,民間企業が限られた資本,

研究スタッフを最も効率的に活用し,共同して技術開発を進めていくことが望ま

しい分野に増大していくことに鑑み,昭和36年5月鉱工業技術研究組合法の制定

に伴い発足した制度である｡

○共同研究の対象

･単独企業では行い難い巨額の資金を要する大規模な技術開発

･市場メカニズムにはのりにくい社会関連技術の開発

･業界共通の基礎的技術の開発,等

○制度の特色

･組合員相互の利益を目的とした非出資制,非営利法人

事業の目的は組合員の共同利益の追求にあり,公益法人には該当せずいわば中

間的な法人である｡出資制の場合,途中脱退者が持分戻しを要求することがあり

研究遂行の基盤を損なう恐れがあることから.非出資制となっている｡従って研

究組合に必要な資金はすべて賦課金によってまかなわれることになる｡

･剰余金の分配の禁止

非出資制なので配当は考えられず,剰余金が生じても非営利法人であるので

組合員に分配されることは適当でない｡

･加入の制限

試験研究の成果を利用し得る者のみを組合員の対象としている｡

･研究組合は特定の試験研究課題を中心に運営する.

0税制上の優遇措置

･研究組合に対する支出金の特別償却

･固定資産の圧縮記帳

･固定資産税の軽減

b.研究組合の歴史 (図 3-2-3)

○発足初期 ('60-'65年)

一部を除き多くは共同的 ･基礎的R&Dが目的で,政府は単に鉱工業試験研究

補助金を支給する窓口にすぎず,組合は企業間の利害関係を調整する手段であっ

た｡

'66-'70年,組合形成はなかったが,企業のR&D投資は年平均27%であった｡

すなわち企業は共同で研究開発を行うよりも,導入技術をベースに企業化にむけ
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図 3-2-3 技 術 研 究 組 合 の 件 数

て自ら競争的に研究開発を行った｡

1966年に創設された大型工業技術研究開発制度で, ｢超高性能電子計算機｣プ

ロジェクトに研究組合制度が導入され,以後官 ･民共同研究推進方式の原型とな

った｡

02次ブーム ('70年代)

情報処理,航空機等欧米に急速にキャッチアップし対抗するため,企業の自発

的意図によるもの (初期形態)ではなく,政府のてこ入れによる官一民共同研究

開発の形態をとるものが大部分であった｡従って対象技術も企業化段階に近い研

究開発が少なくなかった｡大プロの委託費及び特定産業技術に対する補助金によ

る研究組合の例としては以下のものがある｡

電子計算機新機種開発促進補助金-3組合発足 ('72)

情報処理産業新興対策補助金 -5 〝 ('74)

超LSI補助金 -超LSI研究組合 ('76)

大ブロ ー-7組合発足 ('73-'78)

03次ブーム ('80年代)

政府の助成策をてことして発足している点でば 70年代と共通しているが,研

究開発の課題は先端技術分野において技術的に不確実性の高いものや基礎的研究

開発分野にシフトしている｡
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C. プログラム型国家研究開発事業と研究組合の関係

研究組合を活用して国家R&D事業を推進する方式は通産省の大プロ制度を原型

としており,'76年度に発足した医療福祉機器技術研究開発,'81年の次世代産業基

盤技術研究開発も同じ方法をとっている｡そしで 80年代にはバイオ技術開発を中

心に農林水産省による研究組合の発足が活発化し,運輸省等もこの方式を採用して

いる｡すなわち研究組合は共同研究組織であると同時に,政府助成金を民間企業に

配分するための機関としての側面もある｡

企画及び推進 :工業技術院

技術的リーダーシップ及び基本要素研究 :国立試験研究機関

研究組合-の委託及び成果管理 :NEDO

中心的研究遂行及び活用 :研究組合

○研究組合の推進体制の類型

･TypeI:持ち帰り型

要素技術の研究開発は, 1つの要素技術の研究開発を参加企業各社が実施し.

それを基に実証試験等を行うものである｡実証試験等については参加企業各社

とも実施するケースと,要素技術の研究開発の評価等を踏まえ特定の企業が実

施するケースとがある.図 3-2-4に推進体制の代表的モデルを示したO

･TypeⅡ:共同研究所型

システム技術の研究開発は,幾つかの要素技術の研究開発を基にトータルシ

ステムの研究開発を実施するものである｡各要素技術ごとにそれぞれ参加企業

各社が研究開発を行い, トータルシステムの研究開発は各要素技術の研究成果

等を-カ所 (国立試験研究所,財団,特定の民間企業等)に集めて研究開発を

実施する.推進体制の代表的モデルを図 3-215に示したo

実証試験等 要素技術の研究開発

参加企業全部 or一部

参加企業各社

図 3-2-4 要 素 技 術 の 研 究 開 発
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参加企業全部 or一部

図 3-2-5 シ ス テ ム 技 術 の 研 究 開 発

(ii)研究財団中心型

財団法人格をもつ研究財団は,研究組合と類似の推進形態であるが異なる点もある｡

財団は継続的なフォロー体系が特徴であり,他方,組合は研究の推進に機動力がある｡

以下に例をあげる｡

a.大型プロジェクト:研究組合との折衷型

○光応用計測制御システムプロジェクト(1989-1985)

民間の電気,電線,計測器などのメ-カー14社と (財)光産業技術振興協会

が光応用システム技術研究組合を発足させた｡ (同組合内に共同研究所設置)

光という新しい産業を興すことにかかわるこのプロジェクトに対 し,財団が

継続的なフォローをするために研究財団方式を導入 した｡

○電子計算機相互運用データベースシステムプロジェクト (1985-1991)

民間企業 9社で設立された (財)情報処理相互運用技術協会を委託研究推進母

体として,協会内に各種委員会を設置し,研究開発を行っている｡ただし,民間

企業が協会の再実施委託先となり,実際の研究は企業で行う体制である｡

このプロジェクトはISOのOSI(OpenSystemsInterconnection)という

棲準化の問題であり,研究開発後の成果普及という問題を含んでいる｡

b.次世代産業技術基盤制度 :研究財団型

○(財)次世代金属 ･複合材料研究開発協会

高性能結晶制御合金プロジェクト(1981-1988)

複合材料プロジェクト(1981-1988)

○(財)新機能素子研究開発協会

超格子素子プロジェクト(1981-1990)
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三次元回路素子プロジェクト(1981-1990)

耐環境強化素子プロジェクト(1986-1995)

C.ICOT:研究財団型

○(財)新世代コンピュータ技術開発機構

第五世代コンビュ-タプロジェクト推進の中核組織として,民間コンピュータ･

メーカー8社の共同出資を得て,82年4月に設立され,同年6月には研究所が開設

された｡研究所の職員は民間企業からの派遣,工業技術院試験研究所 (電子給合

研)からの出向で構成され,当時研究員はすべて35歳以下であった｡

研究開発事業は,通産省の電子計算機基礎技術開発委託費を受けて実施 (100

%)され,企業側は,前期 (3年),中期 (4年)に研究人材及び財団の運営経費

を負担している｡ (10年間で総額1000億円規模)

(血)人中心型

科学技術庁が所管する研究のうち基礎的な研究の推進に活用される方式で,研究組

合,研究財団のように組織の共同努力を活かしてその成果を広く拡散させる目的でな

く,新しい時代へのプレ-クスルーの鍵となるような創造的な未踏領域の研究を推進

するために研究者個人の独創性を活かす小規模の卓越研究グループ方式である｡この

ような方式は,従来の組織依存方式とは異なる極めて新 しい試みである｡

例)創造科学技術推進事業 (科技庁) (1981年発足)

国際フロンティア研究システム (理化学研) (1986年発足)

科学技術振興調整費による総合研究 (1981年発足)

(iv) 研究開発会社型 (出資事業)

上記の補助金,委託費方式とは異なり,民間における基盤技術に関する試験研究に

必要な資金の供給を行う金融制度の性格をもっている｡ (NTT株の売却資金の利用)

そして,各省庁 ･国研と密接に連繋して行われる上記の官主導方式とは異なり,民間

が主導し,公共部門のエネルギーを利用する制度である｡

海外技術の導入とその拡散という過去の技術開発戦略を脱皮し,基盤的技術開発

の自主性を強化するという'80年代の技術開発戦略に基づく制度であり,企画段階か

ら官 ･民が協同する国家研究開発事業の一環としてとらえられる｡

○基盤技術研究開発促進制度 (85年度創設)

'85年6月に基盤技術研究滑化法が施行され,同年10月には同法に基づき基盤技

術研究促進センターが設立された｡センターでは民間における基盤技術に関する

試験研究に必要な資金の供給を行うため,2以上の企業が研究開発会社を設立し,

共同して行う基礎研究,または応用研究段階から実施する研究開発プロジェクト
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等に対し出資を行う｡出資は研究開発会社の株式を取得する方法で行う (表 3-2

-3)0

○生物系特定産業技術研究推進機構 (農林省)の出資制度 ('86年)

○医薬品副作用被害救済･研究振興基金 (厚生省)の出資制度 ('87年10月)

表 3-2-3 出 資 の 条 件

出 資 対 象 出 資 比 率 出 資 期 間

基礎研究又は応用研究段階から実施する基盤 試験研究に必 原則として 7年以

技術(注)に関する試験研究を行うことをE]的 要な資金(土地 内(特に必要と認め

として､2以上の企業等が出資し設立される 代を除く)の 7 る場合は10年以内)

法人 割を限度

テレトピア構想又はニューメディアコミユニ 試験研究に必 5年以内

ティー構想推進のための試験研究を行うこと 要な資金の5

を目的として､2以上の企業等が出資し設立 割を限度

(症)基盤技術とは､鉱業､工業､電気通信業及び放送業 (有線放送業を含む)の技術

その他電気通信に係る電波の利用技術のうち､通商産業省又は郵政省の所掌に係る

ものであり､国民生活の基盤の強化に相当程度寄与するものをいう｡
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② 主なプログラム型事業 ･制度の現況

表 3-2-4 主 な プ ロ グ ラ ム 型 事 業 ･ 制 度

事業 .制度名 目 的 対象とする 推 進 方 式 予算('88年)
創設年度,所管官庁 研究テーマ (研究費負担)

大プロ制度 国民経済上重要な大型 産業構造高度化,国 研究組合中心型 136億円
(66年) 工業技術の産学官の協 際競争力強化等波及 一部は研究財団 (9課題)

(通産省) 力のもとに国が全資金を負担 して研究を実施 及効果大の大型工業技術(基礎～開発の一貫) (100%政府負担)

新エネルギー技術 実用化が緊急な新エネ 太陽,地熱,石炭の 個別民間企業へ 257億円
研究開発 ルギー技術について ガス化 .液化.水素 の委託及び国研 (5課題)
(74年) 2000年までの長期的 エネルギー等 (100%政府)
(通産省) 総合的開発 (基礎～開発の一貫)

省エネルギー技術 省エネルギー技術開発 新型電池電力貯蔵シス ′′ 97億円

研究開発(78年)(通産省) を総合的計画的に推進 テム超電導電力応用技術等大型省貢ルギ-技術(基礎～開発の-質) (5課題)

次世代産業基盤 次世代産業の確立及び 新材料, 研究財団 64億円
技術 広範な既存産業の高度 バイオテクノロジー, 研究組合 (14課題)
(81年) 化に必要不可欠である 新機能素子等

(通産省) 革新的基盤技術開発 (基礎～応用)

医療福祉機器技術 民間における研究開発 白血球型自動分類装 研究組合 7億円
研究開発 が期待できない医療及 置,動脈内レーザー (10課題)

(86年)(通産省) び福祉機器の技術開発 手術装置等(基礎～開発)

大型別枠研究及び 21世紀に想定される食 農水産業における自 国研
総合的開発研究 檀,資源,エネルギー 然エネルギー利札 研究組合

(農林水産省) への対応のための新技術(主にバイオ技術) 生物資源の効率的利用等 (基礎～開発)

創造科学技術推進 研究者の創造性を最大 革新的な技術の芽を 人中心の小規模 38億円
事業 隈に発揮 させ,革新技 創造することが期待 研究グループ (13課題)

(81年)(科学技術庁) 術の芽を作り出す される研究(基礎)

国際フロンティア 新 しい時代のブレーク 生休ホメオスタシス, 上 同 15億円研究システム スルーの鍵となるよう 思考機能等 (10課題)

(86年)(科学技術庁) な末路の研究推進 (基礎)

超電導材料研究 研究コアを設置し,コ 理論,合成,構造制 国研の研究コア 20億
マルチコアプロ ア間の共同研究体制の 御等各領域における (施設費)

ジエク卜 下で新超電導材料の研 新超電導材料 +
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Ⅳ.日本の国家研究開発活動の巨視的評価

戦後の日本の技術発展の特徴を要約すると,導入技術の消化 ･改良及び広範な拡散の学習過

程を通じて,中 ･小革新 (Ⅰncrementallnnovation)を累積させてきたということができる｡

技術発展は大革新 (RadicalInnovation)だけによるものではない｡技術革新の段階ごとに存

在する数多くの中 ･小の革新が直線的なモデルではなく何段階かのフィードバックを含む進化

過程を経ることにより,大革新が生まれ,新技術システムが形成される｡日本の技術発展は,

これら中 ･小の革新のシステム的な累積を通じて,'70年代初まではコスト引き下げと品質の

向上,それ以後は石油危機を契機にエレクトロニクスに代表される先端技術を活用した日本型

技術革新のパタンを成し遂げた｡本章では,前述した技術開発支援政策手段と国家研究開発事

業の役割という側面からいくつか成功要因を提示する｡

第-には,戦後の技術革新を成し遂げた最も重要なポテンシャルとして,戦前からすでに世

界的な水準に到達していた重化学工業生産力と,戦争を通じて科学技術開発の豊かな経験と技

術活用能力を備えた人材が存在したことである｡

第二には, catch-up段階及び先端技術への特化期にかけて,戦略性の明白な政策目標の設

定とこれに合致した政策手段を展開したことである｡

○技術導入による設備の近代化期 ('55-'64)

技術導入の規制により重化学工業化のための設備投資を調整し,個々の産業セクタの寡

占的産業組織を形成した｡同一セグメント内の企業などはマーケットの拡大により規模の

利益を受けたが,競争はかなり激しいものであった｡

多くの場合企業は,導入技術と過去に蓄積してきた技術をベースに追加的なR&Dを行

い,得られた技術成果を生産設備に反映させることによって導入技術を直ちに技術革新に

連結させた｡

○技術導入と自主R&Dの調和期 ('65-'73)

導入技術の自由化による海外技術の導入拡大と同時に,産業技術開発及び設備国産化促

進のための各種の補助金政策が展開され,大型工業技術開発制度による研究組合制度を定

着させること等によって自主R&Dが強化された｡

重化学工業部門では,活発な設備投資と共に積極的な自主R&Dの強化による学習過程

を通じてコスト引き下げと品質向上が同時に実現された｡

○電子化,自動化等による質的強化期 ('741'80)

超LSI研究補助金等委託費と補助金による大型研究開発事業が,半導体,コンピュー

タ,自動化技術分野について実施された｡省エネルギーと省資源を直接の動機として,エ
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レクトロニクス系技術を活用して,既存の量産化技術と先端技術が結合された｡この時期

には日本型の技術革新のパタンが鮮明に現れた｡

○技術融合等による新パラダイム形成期 ('81- )

次世代基盤技術制度,創造科学推進制度等の基礎技術についての国家研究開発事業の重

点的な推進ともに,研究開発においてできるだけ民間の能力を活用するという大原則の下

に,民間の基礎研究の支援の拡大ために基盤技術潤滑化法,研究交流促進法が制定された｡

企業の多くが,研究開発投資が設備投資を上回る水準に達 し,また,研究開発の多角化

により業種概念が消滅する技術融合化の現象等,技術革新のパラダイム変化が起きつつあ

る｡

第三には,政府が,直接的な介入により技術開発の方向付けをし,技術開発において研究テ

ーマの選定段階から極めて緊密な情報交換を行い,民間部門の研究開発を促進させる補完的役

割を果たす誘導的な産業政策を実施 したことである｡それは,以下のような経緯をたどる｡

○技術開発の面から見てイノベーションのポテンシャルの高い分野を戦略的に選び出す｡

○対象として選ばれた産業及び関連産業の企業に属する専門家を動員して,詳細な展望作業

やシナリオ作りを行う｡

○産業構造審議会等の各種の審議会報告に反映させ了承を得るとともに,それに基づいて必

要と考えられる技術開発に対して ｢呼び水｣的な役割をもつ助成を行い,その産業における

研究開発集約度を高める方向に誘導する｡

○研究開発集約度が高ければ技術開発のポテンシャルが増大し,これが再び研究開発投資を

誘発する革新能力を増大させるという産業発展自体のダイナミズムが形成される｡

上記のような結論は,現状把握による皮相的な解釈に過ぎないかもしれない｡この分析を実

証することは容易ではないが,今後より詳細な事例研究を行う必要があろう｡

- 4 円-
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